
（様式第１） 

 

鹿児島市消防局感染性産業廃棄物の収集、運搬及び処分業務委託契約に係る制限付き一般競争入札参

加資格審査申請書 

 

 

 令和７年  月  日 

 

鹿児島市長 下鶴 隆央 殿 

 

                    

 鹿児島市消防局感染性産業廃棄物の収集、運搬及び処分業務委託契約に係る制限付き一般競争入札

参加資格を得たいので、関係書類を添えて申請します。 

 なお、この申請書のすべての記載事項及び添付書類については、事実と相違ないことを誓います。 

 

記 

 

申

請

者 

郵 便 番 号  

所  在  地 

フ リ ガ ナ 

商 号 又 は 名 称 

フ リ ガ ナ 

代 表 者 職 氏 名 

電 話 番 号 

F A X 番 号 

E-mailアドレス 

 

 

 

 

    

委

任

先 

郵 便 番 号 

所 在 地 

フ リ ガ ナ 

商 号 又 は 名 称 

フ リ ガ ナ 

受 任 者 職 氏 名 

電 話 番 号 

F A X 番 号 

E-mailアドレス 

 

使

用

印

鑑

届 

鹿児島市の入札、見積、契約締結並びに 

代金の請求及び受領に際し使用する印鑑 

を右の通り届けます。 

 

 

申請書等記載内容に関する問合せ先 

 

印 

印 



（様式第２） 

 

鹿児島市消防局感染性産業廃棄物の収集、運搬及び処分業務委託契約に係る制限付き一般競争入札参

加資格審査等確認書 

 

（１）会 社 概 要 

商号又は名称  

設 立 年 月  

住所（所在地）  

資 本 金  

代表者職氏名  

令和７年２月末現在での営業年数         年   箇月 

 

（２）資 格 審 査 

⑴ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であるこ

と。 
該当 非該当 

⑵ 納期の到来している市税を完納していること。 該当 非該当 

⑶ 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこ

と。 
該当 非該当 

⑷ 公告日以後において、鹿児島市が行う契約からの暴力団排除対策

要綱（平成２６年３月２７日制定）に基づく入札参加除外措置を受

けていないこと。 

該当 非該当 

⑸ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定す

る暴力団員の統制下にある団体に該当しない者であること。 

該当 非該当 

⑹ 公告日以後において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）

の規定による更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立

てがなされている者（更生計画の認可決定又は再生計画の認可決定

がなされている者を除く。）でないこと。 

該当 非該当 

⑺ 公告日において、本市内に主たる事業所又は営業所を有する法人

であること。 
該当 非該当 

⑻ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

第１４条の４第１項及び第６号の規定に基づく特別管理産業廃棄物

（感染性産業廃棄物）の収集運搬業及び処分業の許可を有し、単独で

一括して収集、運搬及び処分業務を遂行する能力を有すること。 

該当 非該当 

⑼ 基準日前２年間において、特別管理産業廃棄物（感染性産業廃棄

物）の収集、運搬及び処分業務受託の実績を有すること。 
該当 非該当 

 ※「該当」又は「非該当」のいずれか該当するものを丸印で囲むこと。



（様式第３） 

 

会 社 経 歴 書 

 

 
創           業 

    年  月  

日 

 

 

 

 

 

 

 

 

創 

 

 

業 

 

 

後 

 

 

の 

 

 

沿 

 

 

革 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 記載要領 

  「創業後の沿革」の欄には、組織の変更、合併又は分割、商号又は名称の変更、資本 

  金額の変更等を記載する。 



（様式第４） 

 

課 税 事 業 者 届 出 書 
 

 

令和  年   月   日 

 

 

鹿児島市長 殿 

 

 

住 所  

 

氏 名  

 

 

 

 

下記の期間については、消費税及び地方消費税に係る課税事業者（消費税法第９条第１

項（本文）及び地方消費税法第７２条の７８第１項の規定により消費税及び地方消費税を

納める義務が免除される業者でない）であるのでその旨申し出ます。 

 

 

記 

 

 

課税期間        年  月  日から 

 

            年  月  日まで 



（様式第５） 

 

業態に関すること 

 

１ 資本関係がある他の入札参加者資格業者 

ア 親会社の関係にある他の入札参加有資格業者 

商号又は名称 

 

 

   イ 子会社の関係にある他の入札参加有資格業者 

商号又は名称 

 

 

    

   ウ 親会社が同じ子会社同士の関係にある他の入札参加有資格業者 

商号又は名称 

 

 

  ※親会社、子会社は、会社法第２条第３号及び第４号に規定する会社とする。本市業務委託等入札

参加有資格業者について記載すること。 

 

 ２ 人的関係がある他の入札参加有資格業者 

当社の役員等 人的関係先 

役職 氏名 商号又は名称 役職 

    

    

    

  ※関係先において役員を兼任している場合は、その役職名を記載すること。監査役や執行役員等は

役員に該当しないので記入しないこと。 

 

 

 



（様式第６） 

 

基準日前２年間の受託業務等実績調書 
 

契 約 の 相 手 方 契 約 期 間 
 

１か月間当たりの収集量 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 



（様式第７） 

 

特別管理産業廃棄物の収集、運搬及び処分業務に使用する保有車両台数調書 
 

 

車両の種類 
 

 

最   大 

積 載 量 
 

 

自動車登録ナンバー 

又 は 車 両 番 号  
 

 

所 有 者 

又 は 名 称 
 

 

 

車 検 期 限  

年 月 日 
 

 

 

 
 

 

トン 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

トン 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

トン 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

トン 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

トン 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

トン 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

トン 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

トン 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

＊ 特別管理産業廃棄物（感染性産業廃棄物）の収集、運搬及び処分に使用する全ての 

車両を記載すること。 

  ＊ 自動車検査証の写しを添付すること。 



（様式第８） 

 
鹿児島市内の主たる事務所又は営業所で常時雇用する従業員数調書 

 

 

                令和７年３月１日現在       

 
 

 

種  別 

 

 

男 

  
 

 

 

女 

  
 

 

 

計 

 
 

 

 

運転手 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

作業員 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

事務員 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

その他 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

計 
 

 

 

人 

 
 

 

 

人 

 
 

 

 

人 

 
 

 

                    （臨時作業員及びパートタイマーは除く。） 


